２　平成11年度 府税の概要（その１）

	税　目
	課　税　標　準
	税　　　　　　　　　率
	賦課期日
	納　　　期

	府民税
	1　個　人

(1)　府内に住所を有する個人

　均等割

　所得割

(2)　府内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人でその事務所等を有する市町村内に住所を有しないもの

　均等割

2　法　人

(1)　府内に事務所又は事業所を有する法人又は人格のない社団等で収益事業を営むもの

　 eq \o\ad(均等割,　　　　)
　法人税割

(2)　府内に寮等を有する法人で府内に事務所又は事業所を有しないもの

　均等割

(3)　府内に事務所、事業所又は寮等を有する人格のない社団等で収益事業を営まないもの

　均等割

3　利子等に係る府民税

 支払を受けるべき利子等の額
	1　個　人

均等割　　　　　            　　1,000円

所得割　課税所得のうち

700万円以下の金額
2％

700万円を超える金額
3％

2　法　人

均等割

(1)  資本等の金額(保険業法に規定する相互会社にあっては純資産額)が50億円を超える法人（公共法人、公益法人等で均等割のみを課されるものを除く。）　　800,000円

(2)　資本等の金額が10億円を超え50億円以下である法人　　　　　　　　 540,000円

(3)　資本等の金額が1億円を超え10億円以下である法人　　　　　　　     130,000円

(4)　資本等の金額が1,000万円を超え1億円以下である法人　　　　 　     50,000円

(5)　資本等の金額が1,000万円以下である法人等　　　　　　　　　     　20,000円

資本等の金額とは、資本の金額又は出資金額に資本積立金額を加えた額をいう。

　法人税割　            　法人税額の6.0％

　資本の金額・出資金額が1億円以下の法人又は資本・出資がない法人であって、かつ、所得に対する法人税額が年2,000万円以下の法人については、5.0％

3　利子等に係る府民税　              　5％
	平成11年  1月1日
	1　個　人

　市町村民税の納期と同じ(賦課徴収は市町村民税の賦課徴収と併せて行う。)
2　法　人

（1） 事業年度終了後2月以内

　ただし、決算未確定の場合は3月以内

（2） 事業年度が６月を超える場合は事業年度開始後6月を経過した日から2月以内

（中間申告納付）

（3） 清算所得については残余財産が確定した日から1月以内

（残余財産の最後の分配が行われるときは、その行われる日の前日まで）

3　利子等に係る府民税

　前月分を毎月10日まで

	事業税
	1　個　人

（1） 平成10年中における個人の 事業所得

（2） 平成10年中に廃業の場合は

(1)の所得及び平成10年1月1日から廃業の日までの個人の事業所得

（備考） 事業の所得の計算上事業主控除290万円その他を控除する。

2　法　人

（1） 普通法人（人格のない社団等で収益事業を営むものを含む。）

所得及び清算所得

（2） 特別法人

所得及び清算所得

（3） 電気供給業、ガス供給業、生命保険事業又は損害保険事業を行う法人

収入金額
	1　個　人

(1)  第1種事業　　            所得の5％　　

(2)  第2種事業　           　 所得の4％ (3)  第3種事業　           　 所得の5％

（4） 第3種事業のうち助産婦業、あんま、はり、きゅう、柔道整復その他の医業に類する事業又は装締師業          所得の3％

2　法　人

(1)  3以上の道府県において事務所又は事業所を設けて事業を行う法人で資本又は出資の金額が1,000万円以上のもの　

ア　特　別　法　人

所得及び清算所得の　    6.93％

イ　その他の法人

所得及び清算所得の     10.08％

（2） その他の法人

ア　特　別　法　人

所得のうち年400万円以下の金額の

5.25％

所得のうち年400万円を超える金額及び清算所得の                   6.93％

イ　その他の法人

所得のうち年400万円以下の金額の

5.25％

所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の                7.665％

所得のうち年800万円を超える金額及び清算所得の                  10.08％
	
	1　個　人

第1期分

　8月1日～8月31日

第2期分

　11月1日～11月30日

（ただし、税額が1万円以下であるものについては、第1期分の納期にその全額を納める。）
2　法　人

（1） 事業年度終了後2月以内

　ただし、決算未確定の場合は、3月以内

（2） 事業年度が６月を超える場合は事業年度開始後6月を経過した日から2月以内

（中間申告納付）

（3） 清算所得については残余財産が確定した日から1月以内

（残余財産の最後の分配が行われるときは、その行われる日の前日まで）


２　平成11年度 府税の概要（その２）

	税　目
	課　税　標　準
	税　　　　　　　　　　率
	賦課期日
	　　納　　　期

	事業税
	
	(3)　電気供給業、ガス供給業、生命保険事業又は損害保険事業を行う法人　　収入金額の1．365％

資本の金額・出資金額が1億円以下でかつ所得が年5,000万円以下の所得課税法人（上記（1）、（2））と資本の金額・出資金額が1億円以下でかつ収入金額が年4億円以下の収入金額課税法人（上記（3））については上記の税率に100／105を乗じて得た率
	
	

	地方

消費税
	消費税額
	25％
	
	１　個人  3月31日

２　法人　事業年度

終了後2月以内

	不動産

取得税
	　不動産を取得した時における不動産の価格

（備考）

（1） 土地の取得にあっては10万円未満、家屋の取得のうち、建築に係るものにあっては23万円未満、その他のものにあっては12万円未満の場合は課税されない。

（2） 住宅に係る控除

ア　適用される場合

①住宅を建築した場合

②新築未使用住宅を購入した場合

③個人が、中古住宅を取得した場合

イ　価格から控除される額（１戸につき）

①又は②の場合　　1,200万円

③の場合

（3）　宅地及び宅地比準土地の取得が平成8年1月1日から平成14年12月31日までの間に行われた場合においては、課税標準を価格の2分の1とする。
	　不動産の価格の4％

　ただし、平成13年6月30日以前に住宅や一定の住宅用土地を取得したときは次のように取り扱う。

（1） 住宅の取得については、税率を3％とする。

(2)  次のいずれかに該当する住宅用土地の取得については、税額の4分の1相当額を減額する。

●　土地の取得後2年（平成11年4月1日から平成13年6月30日までの取得については、3年）以内にその土地の上にある住宅を取得した場合

●　住宅の取得後1年以内にその土地を取得した場合

（備考） 次のいずれかの場合に該当するときは、次の（1）又は（2）のうちどちらか高い方の額を土地の税額から減額する。

（1） 45,000円

（2） 土地1㎡当たりの価格×（住宅の床面積×2）

　　　×3％　　　　　　　　　　200㎡を限度

［土地に係る減額が適用される場合］

④　取得した土地の上に2年（平成11年4月1日から平成13年6月30日までの取得については、3年）以内に住宅を新築した場合

⑤　住宅の新築後1年以内にその土地を取得した場合

⑥　新築未使用住宅及びその土地をその住宅の新築後1年（その住宅が平成10年4月1日以後に新築されたもので、平成11年4月1日から平成13年3月31日までに取得した場合は、2年）以内に取得した場合

⑦　個人が土地の取得後1年以内にその土地の上にある中古住宅を取得した場合

8 個人が中古住宅の取得後1年以内にその土地を取得した場合
	
	納税通知書に定める期日

	府たばこ税
	売渡し等に係る製造たばこの本数
	従量割　　　　　　　　　　1,000本につき868円

ただし、旧3級品の紙巻たばこについては、1,000本につき413円
	
	前月分を毎月末日まで

	ゴルフ場

利用税
	
	等 　級　　　　　　     　税　　率

1　　級　　　　一人1日につき　 1,200円

2　　級　　　　　　　〃　　　　 1,150円

3　　級　　　　　　　〃　　　　 1,000円
4　　級　　　　　　　〃　　　　　 800円
5　　級　　　　　　　〃　　　　   650円

6　　級　　　　　　　〃　　　　　 450円

7　　級　　　　　　　〃　　　   　350円
	
	前月分を毎月15日まで


２　平成11年度 府税の概要（その３）

	税　　目
	課　税　標　準
	税　　　　　　　　　　率
	賦課期日
	　　納　　　期

	特別地方消費税
(平成12年3月31日をもって廃止)
	遊興、飲食、宿泊等の料金

（備考） 次の宿泊、飲食等には課税されない。

（1）  旅館における1人1泊の料金が15,000円以下の宿泊

（2）  料理店等における1人1回の料金が7,500円以下の飲食等
	遊興、飲食、宿泊等の料金の3％
	
	前月分を毎月末日まで



	自動車税
	（1） 乗用車
総排気量
・1㍑以下
・1㍑超1.5㍑以下
・1.5㍑超2㍑以下
・2㍑超2.5㍑以下
・2.5㍑超3㍑以下
・3㍑超3.5㍑以下
・3.5㍑超4㍑以下
・4㍑超4.5㍑以下
・4.5㍑超6㍑以下
・6㍑超
・電気自動車
（注）ロータリーエンジン車については「単室容積×ローター数×1.5」により算出した数値により総排気量を区分する。
	営　業　用
	自　家　用
	平成11年

4月1日
	5月1日～5月31日

賦課期日後翌年2月末日までの間に納税義務が発生した場合は、月割税額を登録等の申請の際、証紙徴収の方法により徴収する。

	
	
	年額　　　7,500円
 〃　　　 8,500円
 〃　　　 9,500円
 〃　　　13,800円
 〃　　　15,700円
 〃　　　17,900円
 〃　　　20,500円
 〃　　　23,600円
 〃　　　27,200円
 〃　　　40,700円
 〃　　　 7,500円

	年額　　 29,500円

〃　　　34,500円

〃　　　39,500円

〃　　　45,000円

〃　　　51,000円

〃　　　58,000円

〃　　　66,500円

〃　　　76,500円

〃　　　88,000円

〃　　 111,000円

〃　　　29,500円


	
	

	
	（2） ［トラック］（特種用途車のうち貨物の積載を主とするものを含む。）

最大積算量

1トン以下

1トン超2トン以下

2トン超3トン以下

3トン超4トン以下

4トン超5トン以下

5トン超6トン以下

6トン超7トン以下

7トン超8トン以下

8トン超20トン以下

　20トン超

［けん引車］

小型自動車に属するもの

普通自動車に属するもの

［被けん引車］

小型自動車に属するもの

普通自動車に属するもの

最大積算量8トン以下

　　〃　　8トン超20トン以下

　　〃　　20トン超

[貨物兼乗用車]

　最大乗車定員が４人以上で乗用車に準ずるものは、［トラック］の年額に次の額を加算した額

総排気量

・1㍑以下

・1㍑超1.5㍑以下

・1.5㍑超

・電気自動車

最大積算量1トン以下

　　〃　　1トン超2トン以下
	営　業　用
	自　家　用
	
	

	
	
	年額　  　6,500円　 

 〃　 　  9,000円　  

 〃　  　12,000円　  

 〃　  　15,000円　　

 〃　  　18,500円　　

 〃　  　22,000円　　

 〃 　 　25,500円　　

 〃　  　29,500円　　

年額8トンを超える1トンまでごとに、29,500円に4,700円を加算した額

年額   　90,600円

 〃　　　 7,500円

 〃　　  15,100円

 〃　　　 3,900円

 〃　　 　7,500円

年額　8トンを超える1トンまでごとに、7,500円に3,800円を加算した額

年額　　56,900円

年額      3,700円

 〃　　 　4,700円

 〃　  　 6,300円

 〃　　　 3,700円

 〃　　　 3,700円
	年額　    8,000円

 〃　  　11,500円

 〃　  　16,000円

 〃　  　20,500円

 〃　  　25,500円

 〃　  　30,000円

 〃　    35,000円

 〃　  　40,500円

年額8トンを超える1トンまでごとに、40,500円に6,300円を加算した額

年額　  122,400円

 〃  　　10,200円

 〃  　　20,600円

 〃  　 　5,300円

 〃  　　10,200円

年額　8トンを超える1トンまでごとに、10,200円に5,100円を加算した額

年額　　 76,500円

年額　　  5,200円

 〃　　   6,300円

 〃　　   8,000円

 〃　　   5,200円

 〃　  　 5,200円
	
	


２　平成11年度 府税の概要（その４）

	税　　目
	課　税　標　準
	税　　　　　　　　　率
	賦課期日
	納　　　期

	 eq \o\ad(自動車税,　　　　)
	（3） 三輪の小型自動車

最大積算量1トン以下

　　〃　　1トン超

けん引車
	営　業　用
	自　家　用
	
	

	
	
	年額　　　 　4,500円　　

 〃　　　　　6,800円　

 〃　　　　　3,900円　　
	年額　 　　　6,000円

 〃　　　　　9,000円
 〃　　　　　5,300円
	
	

	
	（4） バ　ス

乗車定員

30人以下

30人超40人以下

40人超50人以下

50人超60人以下

60人超70人以下

70人超80人以下

80人超
	営　業　用
	自　家　用
	
	

	
	
	一般乗合用
	その他
	
	
	

	
	
	年額 12,000円

 〃　14,500円

 〃　17,500円

 〃　20,000円

 〃　22,500円

 〃　25,500円

 〃　29,000円
	 年額 26,500円

  〃  32,000円

  〃　38,000円

  〃  44,000円

  〃　50,500円

  〃　57,000円

  〃　64,000円
	年額 33,000円
 〃　41,000円
 〃　49,000円
 〃　57,000円

 〃　65,500円
 〃　74,000円
 〃　83,000円
	
	

	
	（5） 特種用途車（貨物の積載を主とするものを除く。）

［普通自動車］

霊きゅう車

キャンピング車

（総排気量　1㍑以下）

（総排気量　1㍑超2㍑以下）

（総排気量　2㍑超3㍑以下）

（総排気量　3㍑超4㍑以下）

（総排気量　4㍑超6㍑以下）

（総排気量　6㍑以下）

その他の車

［小型四輪車］

キャンピング車

（総排気量　1㍑以下）

（総排気量　1㍑超2㍑以下）

（総排気量　2㍑超3㍑以下）

（総排気量　3㍑超4㍑以下）

（総排気量　4㍑超6㍑以下）

（総排気量　6㍑以下）

その他の車
	営　業　用
	   自　家　用
	
	

	
	
	年額　　　　10,100円

―

―

―

―

―

―

年額　　　　21,700円

―

―

―

―

―

―

年額　　　　 9,000円
	―

 年額　　 　29,600円

  〃　　　　31,400円

  〃　　　　35,200円

  〃　　　　39,900円

  〃　　　　46,600円

  〃　　　　59,200円

  〃　　　　29,600円

 年額　　 　12,200円

  〃　　　　12,900円

  〃　　　　14,500円

  〃　　　　16,400円

  〃　　　　19,200円

  〃　　　　24,400円

  〃　　　　12,200円
	
	

	 eq \o\ad(鉱区税,　　　　)
	鉱区の面積
	（1） 砂鉱を目的としない鉱業権の鉱区

試掘鉱区面積　100アールごと　　　　年200円

採掘鉱区面積　100アールごと　　　　年400円

（2） 砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区

ア　イ以外のもの

　面積　100アールごと　　　　　　年200円

イ　河床に存するもの（鉱業法施行法によるものに限る。）

　延長1,000メートルごと　　　　　年600円

（3） 石油又は可燃性天然ガスを目的とする鉱業権の

鉱区　　　　　　　　　（1）の税率の3分の2
	平成11年4月1日
	5月1日～5月31日

	狩猟者

登録税
	
	(1) 甲種狩猟免許（銃器以外で狩猟するもの）又は乙種狩猟免許（空気銃及び圧縮ガス銃以外の銃器で狩猟するもの）に係る狩猟者の登録を受ける者のうち（2）に掲げる者以外のもの　　　10,000円

(2) 甲種狩猟免許又は乙種狩猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者のうち当該年度の道府県民税の所得割合を納付することを要しないもののうち、控除対象配属者又は扶養親族に該当する者（農業、水産業又は林業に従事している者を除く。）以外の者　　　　　　　　　　　　　　4,500円

(3) 丙種狩猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者

　　　　　　　　　　　　　　　　　 33,000円
	狩猟者の登録を受けた日
	狩猟免許に係る狩猟者の登録を受けるとき証紙徴収の方法により徴収する。

普通徴収の場合は納税通知書に定める期日


２　平成11年度 府税の概要（その５）

	税　目
	課　税　標　準
	税　　　　　　　　　率
	賦課期日
	納　　　期

	固定資産税
	大規模償却資産の価格のうちその大規模償却資産が所在する市町村が課することができる固定資産税の課税標準となるべき金額を超える部分の金額
	価格の1.4％


	平成11年4月1日
	第1期分

4月1日～4月30日

第2期分

7月1日～7月31日

第3期分

12月1日～12月25日

第4期分

2月1日～2月末日

	自動車
取得税
	自動車の取得価格

（備考）

（1） 取得価格が50万円以下である自動車の取得に対しては、課税されない。

（2）  一定の基準を満たす低燃費自動車については、当該自動車の取得が平成11年4月1日から平成13年3月31日までの間に行われたときに限り、取得価格から30万円を控除して得た額とする。

　ただし、「税率」欄に掲げる税率の控除対象自動車である場合は、課税標準の控除又は税率の控除のどちらか一方の適用となる。


	取得価格に対し

営業用自動車・軽自動車……………………………3％

自家用自動車…………………………………………5％

　ただし、電気自動車、メタノール自動車、排ガス規制適合車及びエネルギー回収方式のハイブリッド自動車の取得にあっては、上記税率からそれぞれ次に掲げる率を控除した税率とする。
	
	（1） 新規登録、新規検査又は使用の届出の時まで

（2） 移転登録すべき事由があった日から16日以内

（3） 自動車検査証又は軽自動車届出済証の記入を受けるべき事由のあった日から16日以内

（4） その他、取得の日から16日以内

	
	
	区　　分
	適用期限
	控除される率
	
	

	
	
	電気・天然ガス・メタノール自動車
	～

Ｈ13.3.31
	2.7

100
	
	

	
	
	ＮＯx法の特定地域において、昭和54年以降の排出ガス規制に適合する一定の自動車でＮＯx法の特定自動車排出基準に適合しないものを廃車して、新たにこの排出基準を適合し、かつ最新排出ガス規制に適合する自動車に買い換えた場合
	H11.4.1～

H13.3.31
	1.2

100

	
	

	
	
	ハイブリッド自動車　　　
	バス・トラック
	～

H12.3.31　　
	2.7

100
	
	

	
	
	
	バス・

トラック以外
	
	2.2

100
	
	

	
	
	平成11年排出ガス規制適合車　　　　　　
	H10.4.1～

H11.9.30
	 1 

100
	
	

	
	
	
	H11.10.1～

H12.2.29
	0.1

100
	
	

	
	
	平成12年排出ガス規制適合車　　　　　
	H11.4.1～

H12.9.30
	 1 

100
	
	

	
	
	
	H12.10.1～

H13.2.28
	0.1

100
	
	

	 eq \o\ad(軽油,　　　　)
 eq \o\ad(引取税,　　　)

	（1） 特約業者又は元売業者から現実の納入を伴って引き取った軽油の数量

（2） 石油製品販売業者が販売した混和軽油の数量

（3） 元売業者、特約業者又は石油製品販売業者が自動車の内燃機関の燃料として販売した燃料炭化水素油の数量

（4） 自動車の保有者が自動車の内燃機関の燃料として消費した炭化水素油の数量

（5） 特別徴収義務の消滅した者が所有している未課税軽油の数量

（6） 特約業者又は元売業者がみなす課税の対象となる自己消費又は譲渡をした軽油の数量

（注）（2）、（3）及び（4）において、混和等について知事の承認を受けている場合は、課税済分を除く。
	１ｷﾛﾘｯﾄﾙにつき　　　　　                32,100円


	
	（1） 前月分を毎月末日まで

（2） 免税軽油を譲渡した場合又は免税用途以外に消費した場合は譲渡又は消費した日から30日以内



	 eq \o\ad(入猟税,　　　　)
	
	（1） 甲種狩猟免許又は乙種狩猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者　　　　　　　　 　　　6,500円

（2） 丙種狩猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,200円
	狩猟者の登録を受けた日
	狩猟者登録税と同時








新築年月日�
控除される額�
�
Ｓ51.1.1　　　　　　


～Ｓ56.6.30�
350万円�
�
Ｓ56.7.1　　　　　　


～Ｓ60.6.30�
420万円�
�
Ｓ60.7.1　　　　　　


～Ｈ元.3.31�
450万円�
�
Ｈ元.4.1　　　　　～Ｈ9.3.31�
1,000万円�
�
Ｈ9.4.1～�
1,200万円�
�


















（注）1　 ①、②、④、⑤、⑥が適用される住宅は、床面積が50㎡（貸家共同住宅の場合は40㎡）以上240㎡以下であるものに限る。


2　 ③、⑦、⑧が適用される中古住宅は、次のすべてにあてはまるものに限る。


●取得した者が自己の居住の用に供すること。


●床面積が50㎡以上240㎡以下のもの。


●　取得の日前15年（軽量鉄骨造以外の非木造住宅については、20年）


　　平成11年4月1日以後の取得については、20年（　　〃　　25年）


の期間内に新築された住宅であること。
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